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柔道整復施術療養費に係る疑義解釈資料の送付について

「柔道整復師の施術に係る療養費の算定基準の一部改正について(通知) （平」

成25年4月24日保発0424第1号）等については 「柔道整復の施術に係る療養費に、

ついて（通知 （平成25年4月24日保医発0424第1号）等により、平成25年5月1）」

日より実施することとしているが、今般、その取扱いに係る疑義解釈資料を別添

のとおり取りまとめたので、参考までに送付いたします。



〈 別 添 〉

適正化のための運用の見直し関係

【３ヶ月を超えて頻度の高い施術を行う場合の理由書の添付の関係】

（問１） 打撲・捻挫の施術が３月を超えて１月間の施術回数の頻度が高い施

術を行う場合には、長期施術継続理由書に、負傷部位ごとに、症状及

び３月を超えて頻度の高い施術が必要な理由を記載することとされま

したが、その様式及びその記載方法はどのようになるのか。

（答） 様式については 「柔道整復師の施術に係る療養費の算定基準の実施上、

の留意事項等について（通知 （平成 年 月 日付保険発第 号）の）」 9 4 17 57

別紙「柔道整復師の施術に係る算定基準の留意事項」第５の３（１）の別

紙様式１（長期施術継続理由書）を活用されたい。

なお、記載方法については、

① 打撲・捻挫の施術が初検の日から３月を超えて継続する場合（②に

該当する場合を除く）には、長期施術継続理由書の上欄部分に、３月

を超えて施術が必要となる理由等（以下「長期施術継続理由等」とい

う ）を。

② 打撲・捻挫の施術が初検の日から３月を超えて継続し、かつ、１月

間の施術回数の頻度が高い場合には、長期施術継続理由書の下欄部分

に、３月を超えて頻度の高い施術を行う理由等（以下「長期頻回施術

理由等」という ）を。

記載することとなるので、長期施術継続理由書への記載は上欄部分又は下

欄部分の記載のいずれか一方に行うこととなる。

したがって、申請書の摘要欄に記載する場合にあっては、長期施術継続

理由等又は長期頻回施術理由等のいずれかを記載すれば足りることとなる

ので、この点について留意されたい。

（問２） 「施術が３月を超えて継続する場合について、１月間の施術回数の

頻度が高い場合は ・・・」とあるが、頻度が高い場合とは何回を指、

すのか。

（答） 平成 年 月 日付け保険局医療課長、保険課長、国民健康保険課長24 3 12

及び高齢者医療課長連名通知「柔道整復師の施術の療養費の適正化への取

0312 1 0312 1 0312 1組について （保医発 第 号、保保発 第 号、保国発 第」

号、保高発 第 号（以下「平成 年 月 日通知」という ）に0312 1 24 3 12 。）

1 10 15おいて示してあるのと同様に、頻度の高い施術とは、 月当たり ～

回以上であるものを想定している。



【経済上の利益の提供の関係】

（問３） 「経済上の利益の提供により、患者が自己の施術所において施術を

受けるように誘引してはならない」とあるが 「経済上の利益の提供」、

とは主にどのようなことを指すのか。

（答） 温泉旅行のプレゼント、商品の配付等の経済上の利益の提供により患者

を誘引することを指す。

【申請書の受取代理人の欄に代理記入する場合のやむを得ない理由の関係】

（ ） 「 」問４ 申請書の受取代理人の欄に代理記入する場合の やむを得ない理由

の例示については、患者から聴取し申請書に記載することは、個人情

報保護の観点から問題となるのではないか。

（答） 施術者が代理記入する場合のやむを得ない理由を申請書に記載させるこ

とを意図したものではなく、代理記入することが許される場合の例示を、

受領委任の協定及び取扱規程に明記することにより、代理記入が真にやむ

を得ない理由がある場合に限られるという趣旨を明確にするものである。

【申請書への郵便番号、電話番号の記入の関係】

（問５） 申請書の「住所」欄には住所のほか郵便番号、電話番号の記入を求

めることとあるが、郵便番号、電話番号の記載は必ず必要か。

（答） 患者に郵便番号・電話番号の記入を求めた結果として、患者の理解が得

られず、記入がない場合は、これらの記入が無いまま申請書を提出するこ

とでやむを得ない。

従って、郵便番号・電話番号の記載が無いことのみをもって、不支給と

する取扱いとはしないものである。

（ ） 、 。問６ 申請書に記入する被保険者等の郵便番号 電話番号は印字で良いか

（答） 郵便番号・電話番号を記載することについて、患者の了解を得ているの

であれば、印字でも差し支えない。



【柔道整復師の氏名の掲示の関係】

（問７） 柔道整復師の氏名の掲示は、何処にどの様にすれば良いか。

（答） 施術所において施術を行う柔道整復師の氏名（下記例示参照）が、当該

施術所入り口や待合室などの見えやすい場所に掲示されていれば良い。

（例）

当院の施術管理者（柔道整復師）

氏名

当院の勤務柔道整復師

氏名

氏名

【療養費を請求する上での患者への注意事項の関係】

（問８） 療養費を請求する上での注意事項の患者への説明は、具体的に何を

説明すればいいのか。

（答） 患者に対し、療養費の支給対象となる負傷の範囲、受領委任の仕組みな

どについて、丁寧に説明をしていただきたい。

なお、別紙（平成 年 月 日通知の別添３－１、柔道整復師の施術24 3 12

を受けられる方へ）を活用するなど、書面による説明でも差し支えない。

【申請書の様式の関係】

（問９） 申請書の様式については、印刷済みの従来の様式の申請書がなくな

るまでの間、取り繕って使用しても問題ないと考えて良いか。

（答） そのとおり。

なお、その場合の修正方法（訂正印不要）は、

① 後療料の3部位目の逓減率欄の「７0」を取消線で抹消し「６0」

に修正

② ①と同じ行の多部位欄の「0.７」を取消線で抹消し「0.６」に修正

③ なお、後療料の４部位目の欄は、治癒後、新たに負傷が発生した場

合等、適宜、逓減率欄等を修正して使用できるものとする。
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